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損害保険業等に関する制度等ＷＧの設置

3

 損保業界における保険金不正請求事案と保険料調整行為事案等の発生を受け、制
度・監督上の対応を検討するため、2024年３月から６月にかけて、「損害保険業の
構造的課題と競争のあり方に関する有識者会議」（以下、有識者会議）を開催。

 同会議の報告書（6月25日公表）では、両事案の再発を防止するための施策が盛り
込まれているが、他方、法改正が必要と考えられる論点については、金融審議会の
開催も視野に入れ、検討を継続することが求められている。

背景

○ 保険市場の信頼の確保と健全な発展に向けた方策に関する検討

昨今の損害保険業界における保険金不正請求事案や保険料調整行為事案などを踏
まえ、顧客本位の業務運営や健全な競争環境を実現することにより、保険市場に対
する信頼の確保と健全な発展を図るために必要な方策について検討を行うこと。

諮問文
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2024事務年度金融行政方針（抜粋）

II．金融システムの安定・信頼と質の高い金融機能を確保する

２．業態別の課題への対応

（４）保険会社

① 保険市場の信頼の回復と健全な発展に向けて

「損害保険業の構造的課題と競争のあり方に関する有識者会議」の報告
書（2024 年６月公表）を踏まえ、第三者による評価の仕組みの導入等に
よる損害保険会社の大規模代理店に対する指導等の実効性の向上や保険会
社による自社商品の優先的な取扱いを誘引する便宜供与の解消、保険会社
における適切な保険金支払管理態勢の確保、企業内代理店の実務能力の向
上や自立の促進などについて、今後、必要な調査・分析を行った上で、監
督指針の改正及び業界ガイドラインの策定・改正等を進める。

さらに、金融審議会において、大規模な保険代理店における態勢整備の
厳格化、保険仲立人の活用促進、企業向け火災保険の赤字状況等の論点に
ついて、制度改正の必要性を含め、具体的な対応を検討する。

大手損害保険会社各社の業務改善計画については、その着実な実施と実
効的な改善に向けフォローアップを行う。生命保険会社においては、代理
店監督のさらなる高度化を目指す。

4
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有識者会議報告書のポイント①

5

顧客本位の業務運営の徹底

1. 大規模代理店に対する指導等の実効性の確保

損保会社による代理店に対する指導等の実効性の確保
金融庁・財務局のモニタリング強化
第三者による代理店の業務品質の評価の枠組みの検討
損保募集人の試験制度や継続教育の高度化・厳格化等
態勢整備の厳格化、自主規制機関についての検討

2. 代理店手数料ポイント制度

「規模・増収」に偏ることなく「業務品質」を重視する評価体系への変革
「業務品質」の指標を顧客にとってのサービス向上に資するものとする

3. 保険会社による代理店等への過度な便宜供与等の制限

自社の保険商品の優先的な取扱いを誘引する便宜供与等の解消
自社の保険商品の優先的な取扱いを誘引するほか、代理店の自立に向けた動きを阻害する出向等を解消

4. 乗合代理店における適切な比較推奨販売の確保

顧客の最善の利益を勘案した比較推奨の確保

顧客の保険リテラシー向上の支援（商品選択のガイドブックの作成等）

5. 代理店の兼業と保険金等支払管理部門の独立性確保等

代理店の兼業による弊害を防止するための措置の実施

適切な保険金等支払管理態勢の確保（営業部門からの介入の排除 等）

（注）代理店手数料を算出するための枠組み。一般的に、「規模・増収」「収益性」「業務品質」等で構成される。
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有識者会議報告書のポイント②
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健全な競争環境の実現

1.競争環境の歪みの是正

独占禁止法抵触リスクをはらむ共同保険のビジネス慣行の適正化
政策保有株式の縮減及び不適切な便宜供与の解消

2.損保会社における態勢の確保

独占禁止法等を遵守するための適切な法令等遵守態勢の確保
コンプライアンス上不適切なインセンティブとならない評価体系の策定等、適正な営業推進態勢の確保
リスクに応じた適切な保険料を提示するための保険引受管理態勢の強化

3.企業内代理店のあり方

企業内代理店の立場の明確化、情報共有ルールの策定
企業内代理店の実務能力の向上（損保会社による指導等の態勢整備、不適切な代行の解消等）
企業内代理店の自立の促進（特定契約比率の見直し 等）

報告書の内容を踏まえ、必要な制度・監督の見直しについて、金融庁及び損保業界において、

 監督指針の改正または業界ガイドラインの策定等により対応する施策については、速やかに調
査・分析または改正等の措置を行うとともに、

 大手損保会社が策定した業務改善計画については、その着実な実施と当局によるフォローアップ

を行っていくなどそれぞれ必要なプロセスを進めていく。

 法律改正が必要と考えられる論点については、金融審議会を開催し検討を行う。
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損害保険の元受正味保険料と損害保険会社数の推移

8出典：日本損害保険協会
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※１：保険会社数は、各年７月１日時点の日本国内で損害保険業を営む会社（外国損害保険会社を含む。）の数。
※２：元受正味保険料は、日本国内で損害保険業を営む会社（外国損害保険会社を含み、「再保険専業」「船主責

任保険専業」の会社を除く。）における「代理店扱」「保険仲立人扱」「直扱」の合計値。

[兆円] [社]

(年度)



自動車

4.3(42.7%)

火災

2.0(19.4%)

傷害

1.0 (9.5%)

自賠責

0.8 (7.5%)

船舶・積荷・運送・航空

0.4 (3.7%)

その他

1.7(17.1%)

種目別

合計

10.1
兆円

[兆円]

損害保険の元受正味保険料の内訳（種目別・損保会社別）

9出典：日本ハイコム株式会社「令和5年版インシュアランス 損害保険統計号」

※１：いずれも2022年度における数値。

※２：調査範囲、計算方法が異なるため、P8「損害保険の元受正味保険料と損害保険会社数の推移」とは一致しない。
※３：小数点以下第１位で四捨五入を行っているため、必ずしも合計値と内訳の計は一致しない。
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東京海上日動

2.6(26.2%)

損保ジャパン

2.6(25.5%)

三井住友海上

1.9(18.6%)

あいおいニッセイ

同和

1.4(13.8%)

その他

1.6(15.9%)

損保会社別

合計

10.1
兆円

[兆円]



損害保険における募集形態別の元受正味保険料のシェア率推移

10出典：日本損害保険協会
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※２：仲立人扱とは、保険仲立人を通じて行われる募集形態。
※３：直扱とは、損害保険会社の役職員が直接保険を募集する形態（インターネットを含む）。
※４：小数点以下第１位で四捨五入を行っているため、必ずしも合計値は１００％にならない。

[％]

(年度)



損害保険代理店数（※）と募集従事者数の推移

11出典：日本損害保険協会

Ⅱ

206.3 206.0 206.4 207.3 206.4 205.5 204.0 200.4 

184.5 179.4 
20.5 20.2 19.6 

18.7 
18.0 

17.2 
16.5 16.0 15.6 15.1 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

募集従事者数（左軸） 損害保険代理店数（右軸）

[万人] [万店]

(年度)

※保険業法第276条に定める「登録」数ベースで集計した数値（以下のスライドにおいて同じ）



自動車関連業

8.3

(55.3%)
専業代理店

2.6

(17.3%)

不動産業

1.4 (9.3%)

金融業 0.2 (1.0%)

その他 2.6 (17.1%)

代理店数の内訳

※１：いずれも2023年度末時点における数値。
※２：小数点以下第１位で四捨五入を行っているため、必ずしも合計値と内訳の計は一致しない。

[万店]

合計

15.1
万店

自動車関連業

54.8

(30.5%)

専業代理店

31.7

(17.7%)

不動産業

11.6

(6.5%)

金融業

52.0

(29.0%)

その他

29.2

(16.3%)

募集従事者数の内訳

[万人]

合計

179.4
万人

損害保険代理店数と募集従事者数の内訳（チャネル別）

12出典：日本損害保険協会

Ⅱ



損害保険における収入保険料・代理店数の推移（専属・乗合別）

13出典：日本損害保険協会

代理店一店当たり平均収入保険料（百万円）

Ⅱ

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

専属 14.5 14.9 14.7 14.9 16.0 16.6 16.8 17.1 17.6 17.7 

乗合 82.3 85.5 87.1 91.1 100.9 107.9 118.3 120.3 127.0 131.3 

226.4 227.6 218.1 213.6 223.3 219.2 213.6 210.5 210.1 203.1

405.8
418.2 411.6

398.8
415.2

434.6
445.9 448.0

462.9 469.1

15.6 15.3
14.9

14.3 13.9
13.2

12.7 12.3 12.0
11.5

4.9 4.9 4.7 4.4 4.1 4.0 3.8 3.7 3.6 3.6

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

450.0

500.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

収入保険料：専属（右軸） 収入保険料：乗合（右軸） 代理店数：専属（左軸） 代理店数：乗合（左軸）

[万店] [百億円]

(年度)

※いずれも年度末時点における数値。



大規模な損害保険代理店の状況
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出典：日本損害保険協会、規模が大きい特定保険募集人から提出された事業報告書

※１：「乗合保険会社15社以上」又は「乗合保険会社２社以上かつ手数料収入10億円以上」等の要件に該当する特定保険募集人をいう。
※２：損害保険会社から委託を受けている特定保険募集人に限る。
※３：いずれも2022年度における数値。

（※１、２）

規模が大きい

特定保険募集人

450店程度 (0.3%)

代理店数

合計

15.6
万店

規模が大きい

特定保険募集人

2.5兆円程度 (26.5%)

元受正味保険料

合計

9.3
兆円



損害保険会社の保険種目別の保険引受利益の推移（全社計）

15
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出典：損害保険全社のディスクロージャー資料等

※いずれも年度末時点における数値
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保険仲立人とは
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• 保険仲立人は、1995年保険業法改正時に、販売チャネルの多様化及び競争促進による利用者利
便の向上を図る観点から新設された。顧客から指名を受け、保険会社から独立した存在として、
中立的な立場から顧客に最もふさわしい商品をアドバイスすることができるという意味で、損
害保険代理店や生命保険募集人とは異なる存在意義が期待されている。

• 保険仲立人は、顧客から委託を受けてその顧客のため誠実に保険契約の締結の媒介を行う（誠
実義務。法第299条）。実際は、保険契約締結の媒介だけでなく、顧客のリスクの分析・評価、
それを踏まえた最適な保険の選定や保険契約の条件の見直し、保険以外のリスクマネジメント
のアドバイス等、総合的なリスクコンサルタント業務を行うことが期待されている。

• なお、保険仲立人は、保険契約の締結の媒介に関する手数料等の全額を保険会社等に請求する
ものとし、顧客に請求してはならないこととされている（監督指針Ⅴ－4－4（1））。

Ⅱ

出典：日本保険
仲立人協会

保険会社A

保険会社B

保険会社C

保険会社D

保険仲立人 保険契約者

引受打診
保険交渉

契約条件の提示

手数料

リスクコンサルティング
法律上の誠実義務

委託契約
（指名状の発行）

直接契約締結（仲立人が事務代行）
（成立した契約内容の証明として「結約書」を保険仲立人が作成、両当事者に交付）

・仲立人資格の取得
・登録制
・保証金の供託等賠償資力の確保



日本保険仲立人協会の会員会社数・募集従事者数

17出典：日本保険仲立人協会
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保険仲立人における取扱い保険料の推移

18出典：日本保険仲立人協会
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※１：「損害保険」は国内引受のみの数値。
※２：円グラフは小数点以下第１位で四捨五入を行っているため、必ずしも合計値と内訳の計は一致しない。
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2014年保険業法改正時の主な改正事項

20

• 保険募集の形態の多様化が進展している状況等を踏まえ、保険募集に係る規制をその実態に即
したものとするため、保険募集人の体制整備義務を創設する等の措置を講じたもの。

保険募集の基本的なルールの創設

虚偽の説明等、「不適切な行為の禁止」に限定されてい
た従来の募集規制に加え、顧客ニーズの把握に始まり保
険契約の締結に至る募集プロセスの各段階におけるきめ
細かな対応の実現に向け、「積極的な顧客対応」を求め
る募集規制を導入。

保険仲立人に係る規制緩和等

 長期の保険契約の媒介に係る認可制の廃止（法附則第119条）

⇒ 保険仲立人が「保険期間５年以上」の長期保険契約の媒介業務を行う場合に別途求められる当局の「認可」を不要とする。

 保険仲立人の立場の明確化（法第299条）

⇒ 保険仲立人が「顧客からの委託を受けて」保険契約の媒介を行う者であることを明確化する。
※ その他の参入要件緩和として、保証金の最低金額を引下げ [政令事項、4,000万円→2,000万円]

改
正
事
項

趣
旨 顧客保護に配慮しつつ、「保険仲立人」の新規参入や既存業者の活性化を促進できるよう、参入障壁を緩和。

趣
旨

 「意向把握義務」の導入（法第294条の２）

⇒ 保険募集の際に、顧客ニーズの把握及び当該ニーズ
に合った保険プランの提案等を求める。

 「情報提供義務」の導入（法第294条）

⇒ 保険募集の際に、商品情報など、顧客が保険加入の
適否を判断するのに必要な情報の提供を求める。

改
正
事
項

保険募集人に対する規制の整備

独立系の保険代理店の増加等を踏まえ、「保険会社」が監
督責任を負う従来の募集人規制に加え、「保険募集人」に
対し募集の実態に応じた体制整備を義務付ける規制を導入。

趣
旨

改
正
事
項

 保険募集人に対する体制整備義務の導入（法第294条の３）

⇒ 複数保険会社の商品の取扱いの有無など、保険募集人の
業務の特性や規模に応じて、保険募集人に対して体制整
備を求める。

 大規模な保険募集人に対する帳簿書類等に関する規定の
整備（法第303条、304条）

⇒ 募集形態の実態把握が困難な、規模の大きい保険募集人
に対して、当局による監督強化の一環として、帳簿書類
の作成・保存及び事業報告書の提出を義務付ける。

Ⅲ



保険募集人（乗合代理店）と保険仲立人の主な規制比較

21

保険募集人（乗合代理店） 保険仲立人

法的な立場
所属保険会社から委託を受けて保険
募集（代理又は媒介）を行う者

顧客から委託を受けて保険募集（媒
介のみ）を行う者
※媒介手数料は保険会社から受領

参入要件
登録制

※保険仲立人との兼業は不可

登録制

※保険募集人との兼業は不可
※登録拒否要件の一つに「保険募集
業務を的確に遂行するに足りる能力
を有しない者」

複数の保険会社の
保険商品の取扱い

損保：取扱い可（規制なし）
生保：原則として取扱い不可だが、
保険契約者等の保護に欠けるおそれ
がない場合等は取扱い可

取扱い可（規制なし）

保険募集に関する
賠償責任の規定

所属保険会社の賠償責任
・保証金の供託義務（2,000万円）
・賠償責任保険契約の締結

Ⅲ



保険募集人（乗合代理店）と保険仲立人の主な規制比較
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（注１）銀行等が保険募集人又は保険仲立人として保険募集を行う場合は、非公開情報保護措置、保険募集に関する指針の策定・公表等、法令等遵守責
任者の設置、融資先に対する保険募集の制限（一部の保険契約の保険募集を行う場合）等の措置を講ずる必要あり。

（注２）保険募集人に関しては、内閣総理大臣に登録を要する特定保険募集人のうち規模の大きなもの（所属保険会社等が15以上、又は、１事業年度に
２以上の所属保険会社等から受け取った報酬等が10億円以上の代理店）のみ。

保険募集人（乗合代理店） 保険仲立人

保険募集に関する
義務（注１）

・情報提供義務
・顧客の意向把握・確認義務
・業務運営に関する体制整備義務
－社内規則等の策定・従業員に対する研修等の実施
－個人情報保護措置
－委託業務の的確な遂行を確保するための措置

・比較推奨販売を行う場合の情報提
供義務

・手数料・報酬等の開示義務
・誠実義務
（最も適切な商品を助言する義務等）

保険募集に関する
禁止行為（注１）

・自己契約の禁止（生命保険募集人を除く）
・虚偽告知・重要事項に関する不告知の禁止
・特別利益の提供禁止
・不当な比較販売の禁止

監督

・帳簿備付（注２）

・事業報告書提出（注２）

・報告徴求・立入検査
・業務改善命令
・登録取消等

Ⅲ



保険募集に関連する規制の全体像（損害保険の場合）

保険契約者保険募集人等保険者当局

顧
客
（
企
業
等
）

募集

規
制
の
現
状

体制整備義務

－業務運営に関する措置

－顧客の利益の保護のた

めの体制整備

保険募集に関する体制整備義務

大規模代理店・保険仲立人への
事業報告書の提出義務等

情報提供義務、意向把握・確認義務等

※ 保険仲立人には手数料・報酬等の開示義務、

誠実義務も有り

保険募集に関する禁止行為

損害保険募集人（注１）

（損害保険代理店含む）

企業内代理店教育・指導・
管理

損
害
保
険
会
社

Ⅲ
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保険仲立人（注２）

金
融
庁
・
財
務
局

最善利益勘案義務（令和５年金サ法施行後）

[検査・監督]
免許

登録

登録/届出

（注１） 保険募集人については、保険会社に対して、「公正な保険募集を行う能力の向上を図るための措置」を講じることとしており、日本損害保険協会が実施す
る試験制度を活用し、これに合格した者を保険募集人とする実務とされている。

（注２） 保険仲立人の登録拒否要件として、「保険募集に係る業務を的確に遂行するに足りる能力を有しない者」が規定されており、これを日本保険仲立人協会が
実施する試験に合格していることで満たす実務とされている。

募集

募集



24

Ⅰ. 損害保険業等に関する制度等WGの設置･･･････････････････････････ P３

Ⅱ. 損害保険市場・損害保険業界の現状･･････････････････････････････ P８

Ⅲ. 保険業に関する制度の概観･･････････････････････････････････････ P20

Ⅳ. ご議論いただきたい事項････････････････････････････････････････ P25



ご議論いただきたい事項
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Ⅳ

〇 有識者会議の報告書を踏まえ、さらなる検討が必要と考えられる以下の論点について、顧
客本位の業務運営や健全な競争環境を実現する観点から、どのような課題があり、どのよ
うな制度上の対応が必要と考えられるか。

・ 保険会社による適切な管理・指導が十分に機能しづらい大規模な保険代理店において、
募集品質の向上が図られるために、どのような対応が考えられるか。

・ 保険仲立人制度は1995年の保険業法改正時より導入されたが、いまだ十分に活用されて
いない。保険仲立人の活用を促進するためには、どのような対応が考えられるか。

・ 近年、損害保険会社において企業向け火災保険の赤字が継続している状況について、ど
のような課題があると考えられるか。

・ 損害保険市場における公正な競争環境を実現する観点から、損害保険会社による便宜供
与や企業内代理店の目指すべき姿等について、どのように考えるか。

〇 上記の他、保険市場に対する信頼の回復と健全な発展を図る観点から、本WGで検討すべき
論点はあるか。あるとすれば、どのような対応が考えられるか。


